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本論文はMa(2007)の2要 素垂直的生産チェーンモデルに関税を導入すること

により,関 税を課すときの垂直的生産チェーンモデルを組み立てる。垂直的生産チ

ェーンでは,消 費者の視点から見て,生 産過程が上流部門と下流部門に分けられて

いる。消費できない貿易財の生産部門が上流部門におかれ,非 貿易財である最終消

費財を生産する国内の流通やサービスなどの部門が下流部門におかれている。本論

文は関税を課すときの小国の最終消費財に関する経済全体の生産曲線を導き,Ma

(2007)に おける自由貿易下のそれと比較する。さらに,関 税を課す小国が援助あ

るいは資本流入を受けるとき,経 済厚生がどう変化するかについて分析する。

キ ー ワー ド 垂直 的生産 チ ェー ン,関 税,シ ャ ドウ プライ ス

1序 論

近年,国 内の流通やサービス部門は多 くの国の経済においてますます重要な役割を果たす

ようにな った。 このような部門は非貿易財部門であるが,そ の部門の生産には国際貿易か ら

投入物が提供 されている。例えば,日 本の喫茶店ではブラジルなどか ら輸入 されたコーヒー

豆で作 られたコーヒーを楽 しむことができる。 この喫茶店で作 られたコーヒーは非貿易財で

ある。 このような非貿易財部門を国際貿易理論に導入 した最初の研究はSanyalandJones

(1982)で ある。

SanyalandJones(1982)は このような非貿易財部門と国際貿易を繋 ぐ垂直的生産チェー ン

モデルを構築 した。垂直的生産チェー ンでは,消 費者の視点から見て,生 産過程が上流部門

と下流部門に分けられている。消費者か ら遠い部門は上流部門であり,近 い部門は下流部門

である。貿易財の生産部門が上流部門におかれ,国 内の流通やサービスなどの部門が下流部

門におかれている。貿易財は ミドルプロダク トと呼ばれ,直 接に消費者に届かないが,下 流

部門を通 じて消費者に届けられる。下流部門で生産され る最終消費財は非貿易財である。現

実には,下 流部門には国内の流通やサー ビス部門以外に,運 輸,金 融,建 設などの部門も含

まれている。

垂直的生産チェーンに関する既存の文献には,二 つのアプローチがある。一方は貿易理論



64 第196巻 第5号

アプローチであ り,他 方 は成長論アプローチである。SanyalandJones(1982),YanoandDei

(2003,2004),Takahashi(2005),Yano,TakahashiandKenzaki(2006),及 びMa(2007)は

前者のアプローチを採用 し,Yano(2001,2004),Ota(2006),及 びHonryoandYano(2006)

は後者のアプローチを採用 している。

本論文は前者のアプローチを採用 し,Ma(2007)の2要 素垂直的生産チェー ンモデルに

関税を導入することにより,関 税を課す小国の経済 について分析する。Ma(2007)は 上流

部門が2×2HOSモ デルの性質を持つ2要 素垂直的生産チェー ンのモデルを組み立てた。そ

れに対 して,SanyalandJones(1982)に おいては,上 流部門と下流部門ともに特殊要素モデ

ルの構造を持つ。YanoandDei(2003,2004)で は上流部門が リカー ド・モデルの構造を持つ。

Takahashi(2005)とYano,TakahashiandKenzaki(2006)はYanoandDei(2003,2004)の モ

デルに基づき,大 国の設定の下で関税政策と下流部門における競争を抑える政策を比較 した。

本論文は関税を課す とき小国の最終消費財に関する経済全体の生産曲線及びそれと関係を持

つシャ ドウプライスに焦点を当てる。

本論文 はMa(2007)に 沿って関税を課す とき小国の最終消費財に関する経済全体の生産

曲線を導 く。最終消費財に関する経済全体の生産曲線(以 下では経済全体の生産曲線 と呼ぷ)

とは最終消費財の生産量 と経済全体の労働投入量および資本の賦存量の関係を示 している。

関税を課す ときの経済全体の生産曲線 はMa(2007)で 議論 された自由貿易下のそれとは異

なる。 自由貿易下の経済全体の生産曲線は直線であ り,閉 鎖経済下のそれと接する。それに

対 して,関 税を課す ときの経済全体の生産曲線は直線とはなるが,閉 鎖経済下のそれと交わ

る。自由貿易下の経済全体の生産曲線を表す一次方程式の係数 となるものは最終消費財,労

働(サ ー ビス),資 本(サ ービス)の 市場価格であ った。関税下 においては,そ れらの係数

はそれらのシャドウプライスに置 き換わる。

本論文はYanoandNugent(1999)の 援助の定義に従 って,関 税を課 している小国が援助

を受けるとき,ト ランスファーパラ ドックスが発生す る要因について検討する。Yanoand

Nugent(1999)は 関税を課す小国が外国か らの援助を受けるとき,そ の国が外国の援助によ

って損失を被ることになる可能性があるという注目すべき結果(こ れは トランスファーパラ

ドックスと呼ばれる)を 導いている。彼 らは非貿易財価格の変化が トランスファーパラ ドッ

クスを発生させ る1つ の要因であることを強調 した。本論文では,世 界価格で評価される所

得の限界効用が正 という仮定の下では,ト ランスファーパ ラ ドックスが発生する必要十分条

件は資本のシャドウプライスが負であることとなる。つま り,ト ランスファーパラ ドックス

を発生 させ る要因 としての非貿易財 の価格変化 は無視 され る。 これは本論文のモデルが

YanoandNugent(1999)の モデルと違 って,2要 素モデルであり,世 界価格 と関税率が一

定に与えられれば,上 流部門が不完全特化 している限り,非 貿易財の価格は一定に止 まるか
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らである。

本論文では,関 税を課 している自国が外国資本の流入を受けるときの厚生の変化及び自国

が外国か らの援助を受けるときのそれを比較する。自国が輸入財である相対的に資本集約的

な ミドルプロダク トに関税を課すとき,外 国資本の流入は必ず自国全体の効用を減少させる

が,外 国か らの援助が効用を引き下げるか どうかは資本のシャ ドウプライスの正負に依存し

ている。 これは,自 国が外国からの援助を受けるとき,援 助に対 して払われた国内資本 レン

タルが自国の消費者に再分配されるが,外 国資本の流入を受けたとき,外 国資本に支払われ

た国内の資本 レンタルが外国に送金 されるか らである。

第2節 において,垂 直的生産チェーンの関税モデルを作る。第3節 で,関 税を課すときの

経済全体の生産曲線 を導 き,そ の含意を労働,資 本及 び最終消費財のシャドウプライスを用

いて説明す る。第4節 で,関 税下では,外 国か らの援助と外国資本の流入が自国全体の効用

に与える影響を分析する。

2モ デ ル

本節では,Ma(2007)に 関税を導入することによって垂直的生産チェー ンを持つ小国の

関税モデルを立てよう。垂直的生産チェーンにおいては,消 費者の視点から見て,生 産過程

は上流部門と下流部門に分けられている。消費者か ら遠い部門は上流部門であり,近 い部門

は下流部門である。 ミドルプロダク トと呼ばれる貿易財の生産部門が上流部門におかれ,非

貿易財である最終消費財の生産部門が下流部門におかれている。消費できない ミドルプロダ

ク トは直接に消費者に届かないが,下 流部門を通 じて消費者に届けられ る。本節においては,

このような上流部門と下流部門を繋 ぐ垂直的生産チェーンの関税モデルを組み立てる。

この小国を自国と呼ぷ。自国が ミドルプロダク トAを 輸出し,ミ ドルプロダク トBを 輸

入すると仮定する。輸出財の貿易 には何の障害 もないが,輸 入財に対 しては政府が税率'の

従価税を課す。従 って,ミ ドルプロダク トBの 国内価格PBは 次式により表示される。

PB=(1+t)P去(1)

錫 は ミドルプロダク トβの世界価格を表す。

上流部門は労働及び資本を生産要素 として,消 費できない2っ の ミドルプロダク トAと

βを生産する。上流部門は完全競争的であり,規 模に関する収穫一定の技術を持つ と仮定す

る。上流部門のゼロ利潤条件から,次 のような式を導 くことができる。

waLA(w,γ)十raκA(ω,r)=PA(2)

waLB(w,r)+raκB(w,r)=PH(3)

PAは ミドルプロダク トAの 世界価格を表す。wは 賃金率,rは 資本 レンタルを表す。砺
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=aii(w ,r),(i=L,K:ゴ=A,B)は ミ ドル プ ロ ダ ク トブを1単 位 生 産 す る た め に 必 要 なi

要 素 の最 適 な 投 入 量 を 表 す 。

下 流 部 門 は 上 流 部 門 で生 産 さ れ た ミ ドル プ ロ ダ ク トAtB,労 働 及 び 資 本 を 投 入 物 と して,

貿 易 で き な い 最 終 消 費 財Fを 生 産 す る。 下 流 部 門 も完 全 競 争 的 で あ り,規 模 に 関 す る収 穫

一 定 の 技 術 を持 つ と仮 定 す る
。 そ こ で,下 流 部 門 の ゼ ロ利 潤 条 件 に よ り次式 が 導 か れ る。

PF=PAaAF十PBaBF十zvaLF十raκF(4)

PFは 財Fの 価 格 を表 示 す る 。aif=aiF(PA,PB,ω,r),(i=A,B,L,K)は 財Fを1単 位 生

産 す る た め に 必 要 な 歪投 入 物 の最 適 な 投 入 量 を 表 す 。 下 流 部 門 に お け る ミ ドル プ ロ ダ ク ト

A,Bの 投 入 量YA,YBそ れ ぞ れ が 次 の式 を 満 足 す る。

!ノA=aAFXF(5)

YB=aBFXF(6)

XFは 財Fの 生 産 量(需 要 量)を 表 示 す る。 財Fは 貿 易 で き な いの で,そ の 生 産 量 と そ れ に

対 す る需 要 量 は 等 しい。

労働 はそ の一 部 分 が 上 流 部 門 と下 流 部 門 で生 産 要 素 と して使 用 さ れ る が,残 る部 分 が レ ジ

ャー と して 消 費 され る と仮 定 す る。 レジ ャー の 消 費 に は娯 楽,家 事 な どの 消 費 だ け で な く,

労 働 だ けで 生 産 した 貿 易 で き な い 財 や サ ー ビス の 消 費 も含 ま れ る。 た とえ ば,理 髪 師,ウ エ

イ ター な ど非 正 式 な 部 門(informalsector)で 働 い て い る労 働 者 が生 産 す る 財 や サ ー ビス の
1)

消 費 で あ る。 こ うい う レ ジ ャ ー の定 義 の下 で,財Fの 需 要 量XFと レ ジ ャ ー の需 要 量XLの

間 の高 い代 替 性 が 保 証 で き る。

要 素 市 場 で は 完全 雇 用 が成 立 す る と仮 定 す る。 従 っ て,次 の2つ の式 が成 立 す る。

aκAXA十aκBXB十aκFXF=K(7)

aLAXA十aLBXB十aLEXF=L-XL(8)

K,Lは 労 働 と資 本 の 賦 存 量 を表 す 。XA,XBそ れ ぞ れ は ミ ドル プ ロ ダ ク トA ,Bの 生 産 量 を

表 示 す る。

輸 出 量Eと 輸 入 量Mを 次 の よ うに 表 示 す る。

E=XA-YA(9)

M=YB-XB(10)

ミ ドル プ ロ ダ ク トAを ニ ュ メ レー ル(PA≡1)と す る と,貿 易 収 支 の均 衡 条 件 は 次 式 に よ り

表 示 され る。

E=PkM(11)

代 表 的 な 消 費 者 の 選 好 が 効 用 関数u=u(XF,XL)に よ り表 さ れ る。 財Fと レ ジ ャ ー そ れ ぞ

れ の補 償 需 要 関 数 が 次 の よ うに表 示 され る。
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XF==XF(1》F,w,u)(12)

XL=XL(PF,ω,u)(13)

関 税 の収 入 が 政 府 に よ り消費 者 に再 分 配 され る と仮 定 す る と,代 表 的 な 消 費 者 の 所 得 制約 条

件 は次 の よ うに 表 示 され る。

PFXF十WXL==tvL十rK十tP乙M(14)

こ こ で,tPIMは 関税 収 入 を表 す 。

こ の よ うに,(1)式 か ら(10)式,及 び(12)式 か ら(14)式 は垂 直 的生 産 チ ェ ー ンの 関 税 モ デ

ル を表 す 。 この 垂 直 的生 産 チ ェー ンの 関税 モ デ ル に は(11)式 が 含 ま れ て いな い。 そ れ は 貿 易

収 支 の均 衡 条 件 は代 表 的 な 消 費 者 の 所 得 制 約 条 件 に一 致 す るか らで あ る。

3最 終消費財に関する経済全体の生産曲線

本節では,垂 直的生産チェー ンの関税モデルの供給面に焦点を当てて,関 税を課すときの

最終消費財に関する経済全体の生産曲線を導 く。最終消費財に関する経済全体の生産曲線と

は最終消費財の生産量 と経済全体の労働投入量および資本の賦存量の関係を示 している。関

税を課すときの経済全体の生産曲線の含意 について,労 働,資 本及 び最終消費財それぞれの

シャ ドウプライスを用いて検討する。

3.1関 税を課すときの経済全体の生産曲線

第2節 で紹介 した垂直的生産チェーンの関税モデルは需要面 と供給面を含む均衡モデルで

ある。このモデルの供給面を整理するために,経 済全体の労働投入量を1≡L-XLと 定義す

る。そうすれば,労 働の完全雇用条件を表す(8)式 は次のようになる。

aLAXA+aLHXB+αLFXF=1(15)

垂直的生産チェーンの関税モデルの供給面は(1)か ら(7),(9)か ら(11)及 び(15)式 により

表される。説明の便宜上,関 税モデルの供給面を供給モデルと呼ぶ。経済全体の労働投入量

1は 均衡モデルでは内生変数であるが,こ の供給モデルにおいては外生変数として扱 う。

資本の賦存量 κ,世 界価格 ρβ及び関税率 ≠が一定に与えられると仮定する。 ミドルプロ

ダク トAが ミドルプロダクトBよ り相対的に労働集約的な財 と仮定す る。供給モデルによ

り,市 場均衡における財Fの 生産量 と経済全体の労働投入量及び資本の賦存量の関係が次

のように導かれる(計 算過程 について補論1を 見よ)。

(α 乙FaKA一aLAaKFPF-tP葺aBF-tP善a乙BaKA-aLAaKB)XF

一(ω 一
。、,畿 、。。、ン+(・+。 、、。碧聖 、。。、)K

(16)
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図1最 終消費財に関する経済全体の生産曲線

この式は関税を課す ときの経済全体の生産曲線を表 している。世界価格 莇 と関税率`が 一

定に与えられれば,賃 金率w,資 本 レンタルr,財Fの 価格PF,及 び上流 と下流部門の投

入係数が国内価格PB(=(1+t)煽)に より固定 される。従って,関 税を課す ときの経済全体

の生産曲線は直線 となり,図1の 直線EZ)に より表される。

図1の 直線CQは 世界価格 鐘 に対応する自由貿易下の経済全体の生産曲線を表す。(16)

式 にはt=0と お くと,世 界価格 錫 に対応する自由貿易下の経済全体生産曲線が次のよう

に導かれる。

PPXF=ω7十 〆K

この式における ω事,〆および毎 は世界価格 莇 によ り固定された。従 って,世 界価格 莇 に

対応する自由貿易下の経済全体の生産曲線CQは 直線 となる。閉鎖経済下の経済全体の生産
2)曲線

は曲線 α)で あ り,直 線CQとC点 において接す る。

関税を課す ときの経済全体の生産曲線が図1の 均衡消費点Eを 通ることを説 明しよう。

関税を課す ときの代表的な消費者の予算線は(14)式 と1=・L-x,か ら次のように表される。

PFXF=wt十rK十'擁M (17)
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この式 におけるw,rとPFそ れぞれは国内価格PBi;よ り決め られる賃金率,資 本 レンタル

と財Fの 価格である。一定 に与 えられた世界価格 はp5で あるが,仮 に世界価格がPB(=

(1+t)Ph)に 変化すると仮定する。 この想像上の世界価格PBに 対応す る自由貿易下の経済

全体の生産曲線は次式 により表 される。

PFXF=ω1+rK(18)

この 式 に お け るw,rとPFは 想 像 上 の 世 界 価 格PBに よ り決 め られ,(17)のw,rとPFそ れ

3)

それに等 しい。この式は図1の 直線MDに より表される。(17)と(18)式 から,直 線 ルの を

tPSMだ け上方にシフ トさせて得 られる直線NEが 関税 を課すときの消費者 の予算線 とな

PF

ることが分かる。 この予算線 と無差別曲線 との接点E点 が関税を課すときの均衡消費点で

ある。財Fに ついては自国の生産量 と消費量が一致するので,関 税を課す ときの経済全体

の生産曲線はE点 を通 らなければならない。

次に,関 税を課すときの経済全体の生産曲線がD点 を通 ることについて議論 しよ う。D

点は想像上の世界価格PB(=(1+t)Ph)に 対応す る自由貿易下の経済全体の生産曲線MDと

閉鎖経済下の経済全体の生産曲線CDと の接点であるとする。(16)と(17)式 か ら分かるの

は一定に与えられた資本の賦存量Kの 下で,輸 入量Mと 経済全体の労働投入量1が 線形の

関係を持つということである。従 って,関 税を課す ときの生産 曲線上 に輸入量Mが ゼロと

なる点がある。 この点は閉鎖経済下の経済全体の生産曲線CD上 のD点 となる。なぜなら

ば,D点 は想像上の世界価格PBに 対応す る自由貿易下の経済全体の生産曲線 鋼の と閉鎖経

済下の経済全体の生産曲線CDと の接点であるので,D点 に対応するw,rとpア は関税を課

す ときの国内価格PBに より決め られたそれらと等 しいか らである。 したがって,D点 は関

税を課す ときの生産曲線上 にある。D点 において,ミ ドルプロダク トBの 輸入量Mが ゼロ

となるので,関 税を課すときの経済全体の生産曲線 は端点を1)点 とする半直線EDと なる。

図1が 示すように,関 税を課す ときの一国全体の効用は自由貿易下のそれよりも低 く,閉 鎖

経済下のそれよりも高い。 このことは顕示選好理論を用いて容易に証明できるが,こ こでは

証明を省略する。

3.2労 働,資 本と最終消費財のシャドウプライス

労働,資 本及び最終消費財それぞれのシャドウプライスを用いて,

全体の生産曲線は次のように表示できる。

PF,XF=ω 。1十r,K

関税を課すときの経済

(19)

た だ し,
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tP急aκAPSaKA-PAaκB
ω5=ω 一=

aLBaKA-aLAaKBO乙EaKA一 α乙AaKB

7』_γ+tPgaLA_PAa乙B-PSaLA
αLBα κ!1一 α乙AaKBaLBαKA-aLAaKB

(20)

(21)

PFs-P。-tPSa。 。一`ρ あα乙'ακ一 αLAα κF(22)
aLBαKA-aLAaKB

=P。a。F+伽 。。+ω 、α、。+r,ακ。(23)

ωs,rsとPFsは 労 働,資 本 お よ び 非 貿 易 財Fそ れ ぞ れ の シ ャ ドウ プ ラ イ ス で あ る(計 算 過 程

につ い て 補 論2を 見 よ)。 この 式 は 関税 を 課 す と きの 生 産 曲 線 の傾 きが 労 働 と財Fの シ ャ ド

ウ プ ラ イ ス の 比 率 竺 とな り,縦 軸 と の切 片 が 資本 と財Fの シ ャ ドウ プ ラ イ ス の 比 率 と資飯

本 の 賦 存 量 の積 篶星 とな る こ とを 意 味 す る。飯

労 働 と資 本 の シ ャ ドウ プ ラ イ ス ω、,rsに つ い て議 論 しよ う。(20)と(21)式 か ら ωs,r,が 次

の よ う な式 を 満 足 す る こ とが 明 らか で あ る。

w,azLA十r』aκA=・PA(24)

tV,aLB十r,aκB=P西(25)

FindlayandWellisz(1976,P.548)に 従 い,ωs,rsそ れ ぞ れ は 労 働 と資 本 の シ ャ ドウ プ ラ イ ス

を表 し,貿 易 財 部 門 に お け る労 働 あ る い は資 本 が1単 位 増 加 す る と き,世 界 価 格 で評 価 され

る貿 易 財 の 総 価 値 の 変 化 を 意 味 す る。

図2に は,労 働 と資 本 の シ ャ ドウ プ ラ イ ス が 示 さ れ て い る。 ミ ドル プ ロ ダ ク トAが ミ ド

ル プ ロ ダ ク トBよ り相 対 的 に 労 働 集 約 的 な 財 お よ び要 素 集 約 性 が 逆 転 しな い こ と を仮 定 す

る。(24)と(25)を 用 い て,労 働 と資 本 そ れ ぞ れ の シ ャ ドウ プ ラ イ ス ωs,rsを 図2で 求 め る こ

とが で き る 。 図2に お い て,横 軸 にrとr,,縦 軸 に ω と ω,を と れ ば,(2)と(24)は 直 線

ABに よ り,(3)は 直 線CDに よ り表 さ れ る。2つ の 直 線 はM点 で 交 差 す るの で,M点 の

縦 座 標 と横 座 標 そ れ ぞ れ は国 内価 格PA,PBに よ り決 め られ るwとrに 等 しい 。 直 線C'D'は

(25)式 を 表 し,直 線 五BとM'点 で 交 差 す る。 そ こ で,M'点 の縦 座 標 と横 座 標 そ れ ぞ れ は

ωsとrsに 等 しい。 関 税 率 が十 分 大 き くな れ ば,直Wtc'D'は 直 線C"D"ま で シ フ トす る。 そ

う す る と,直 線ABと 直 線C"D"の 交 点M"に よ り決 め られ るrsは 負 とな る。M'点 とM"

点 よ りw、 は常 に 正 で あ るが,関 税 率tが 十 分 大 き くなれ ば,r,は 負 とな る と い う こ とが 分

か る。

次 に,非 貿 易 財 で あ る財Fの シ ャ ドウ プ ラ イ ス を議 論 しよ う。 財Fの シ ャ ドウ プ ラ イ ス

PFsは 財Fの 生 産 が1単 位 減 少 し,そ れ に よ り解 放 さ れ た生 産 要 素 を 貿 易 財 の 生 産 に使 え ば,
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4)

世界価格で評価 される ミドルプロダク トAとBの 総価値の変化を表す(証 明は補論3を 見

よ)。(23)に よ り,負 の資本のシャドウプライスの影響を受けて,財Fの シャドウプライス

が負 となる可能性があるということが分かる。

4外 国の援助と資本流入

本節では,関 税を課す自国が外国からの援助あるいは外国資本の流入を受けるとき,自 国

の経済厚生が どう変化するかを議論 しよう。

4.1外 国の援助

外国の援助を受けることは小国の経済厚生を改善すると一般的に考え られる。 しか し,関

税を課す小国では,外 国の援助によって,そ の国が損失を被 ることになる可能性があるとい

う注 目すべき結果(こ れは トランスファーパ ラ ドックスと呼ばれる)をYanoandNugent

(1999)が 導いている。彼 らは非貿易財を含む小国の関税モデルにおいて,ト ランスファー

パラ ドックスを起こす要因を分析 した。彼 らのモデルでは,外 国か ら援助を受けるとき,非

貿易財の価格が変化する。彼らはこの非貿易財価格の変化が トランスファーパラ ドックスを
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発生させる1つ の要因であることを強調 した。本節では,垂 直的生産チェー ンの関税モデル

において,自 国が外国の援助を受けるとき,ト ランスファーパラ ドックスが発生するかにつ

いて検討 しよう。

自国が受けた外国か らの援助はYanoandNugent(1999)に 従 って,外 国が機械のような

物的資本を直接手渡す形で行われるものと仮定する。外国か ら援助された資本は国内生産 に

使われ,国 内の資本 レンタルを支払い,そ の収入は政府 により消費者に再分配されると仮定

する。従って,外 国か らの援助が自国の資本を外生的に増加させると考えられる。本節では,

関税モデルに基づき,外 国の援助を受けるとき,自 国全体の効用が どう変化するかを分析 し

よう。

外国か らの援助が自国全体の効用に与える影響は次のように求めることができる(計 算過

程について補論4を 見よ)。

du==(ρ 瑠+鱗 留)"r・ ・K(・6)

dKは 外国の援助を表一9-・・≡(擶+傷 γ1が 所得の限界効用を表す・とから類推 し

て・(ρ・篶+鴫>1を ・・ ドウプライスで評価 した所得の限界効用と肱 追加的・・

効用を1単 位上昇させる(d・ ・1)・ とを考え ・・そのために・瀕 バスケ・ トは 器

釜 単位だけ増加 しなければならな・・.・ の消費バスケ・トの増加をシ・ ド・プライスで

評価すると・評価額甑 盤 幅 箒 になる・・の逆数がシ・ドウプライスで評価 した所

得の限界効用 となる。

本論文はYanoandNugent(1999)と 違 って,非 貿易財の価格を変化できない。なぜなら,

本論文の関税モデルは,2要 素モデルであり,世 界価格 と関税率が一定に与えられれば,非

貿易財の価格は一定 に止まるからである。従 って,ト ランスファーパラ ドックスを発生 させ

る要因としての非貿易財の価格変化はここでは無視される。

轍 のモデルでは・世界価格で評価され・所得の限界効用(ρ瑠 楓 謝1が 正で

ある仮定の下では,ト ランスファーパラ ドックスが発生する必要十分条件は資本のシャドウ

プライスr、が負であることとなる。第3節 で議論 したように,相 対的に資本集約的な ミド

ルプロダク トを輸入するとき,労 働のシャドウプライスω、は常 に正であるが,資 本のシャ

ドウプライスrsが 負 となる可能性はある。最終消費財のシャ ドウプライスPE、は労働 と資本
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の シ ャ ドウプ ライ ス に よ り表 示 され る の で,そ の 符 号 が分 か ら な くな る。 そ れ故 に,(26)式

により世界価格で評価される所得の限界効用 ←釜+鴫 γ1が 正であるという仮定の

下 で は,r、 が 負 とな る と き,ト ラ ンス フ ァーパ ラ ドッ ク ス が起 こ る こ と が分 か る。

4.2外 国資本の流入

資本を国際的に唯一の移動可能な生産要素 と仮定する。 自国に投資された外国資本 は自国

で資本の レンタルを受け取 り,そ れを全部本国に送金すると仮定する。 このような外国資本

の流入が自国全体の効用 にどのような影響を及ぼすかを分析 しよう。そのために,消 費者の

所得制約条件を修正 した上で,垂 直的生産 チェーンの関税モデルを用いる。

外国資本の流入を受けるとき,自 国の消費者の所得制約条件は次のように表す ことができ

る。

PFXp+ωXL=w」L十r(K-TK*)十tP毒M(27)

Kは 自国の生産に投入された資本を表示 し,次 の式を満足する。

κ=κ 十κ*

Kは 自国の資本所有量を表す。K*は 外国資本の流入量を表す。

外国資本の追加的な流入が 自国全体の効用に与える影響は次のように表 される(計 算過程

について補論5を 見よ)。

d・一(飯 留+zv・ 一1ltlilL)-1(r・dK'一・dK・)(28)

dK'が 外 国 資 本 の追 加 的 な 流 入 を表 す の で,そ の 符 号 は正 で あ る。 資 本 の シ ャ ドウ プ ラ イ ス

ゆ あα昂の 定 義(21)式 に よ り
,rs-r= と な る 。 輸 入 財 で あ る ミ ドル プ ロダ ク トB

aLDaKA一aLAaKB

が 輸 出財 の ミ ドル プ ロ ダ ク ト孟 よ り も相 対 的 に 資 本 集 約 的 な財 と仮 定 した の で,α 切α崩 一

aLAaKB<0と な る。 つ ま り,t>0の と き,r、-r〈0と な る。 言 い換 え れ ば,資 本 の流 入 が 正

で あ れ ば,r.dK'-rdK'<0と な る。 そ れ 故 に,(28)式 は次 の こ と を意 味 す る。 す な わ ち,

相 対 的 に資 本 集 約 的 な ミ ドル プ ロ ダ ク トを 輸入 して い る小 国 で は,輸 入 関 税 を課 す とき,世

界価格で評価され・所得の限界効用(・霧+噺 γ が正・いう仮定の下で酬 国資

本の流入がこの国全体の効用を減少させる。

初期の外国資本の流入がゼロであるという仮定の下では,(26)式 と(28)式 の比較か ら,次

のことが明らかである。すなわち,世 界価格で評価される所得の限界効用が正であるという

仮定の下では,関 税下での外国資本の流入は必ず自国全体の効用を減少 させるが,外 国から
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の 援 助 は 自国 全 体 の効 用 を引 き下 げ るか ど う か は 資本 の シ ャ ドウ プ ライ スの 正 負 に依 存 して

い る とい う こ と で あ る。 これ は,自 国 が 外 国 か らの援 助 を 受 け る と き,援 助 に対 して 払 わ れ

た 国 内 資本 レ ンタ ル は 自国 の 消 費 者 に 再 分 配 さ れ るが,外 国 資 本 を受 け入 れ た とき,外 国 資

本 に支 払 わ れ た 国 内 の 資 本 レ ンタ ル は 外 国 に送 金 され るか らで あ る。

5補 論

5.1(16)式 の 計 算 過 程 に つ い て

貿 易 収 支 の均 衡 条 件(11),お よ び(1),(5),(6),(7),(9),(10)と(15)か ら,次 の

式 が得 られ る。

ρ麟=XA+PSXB+'ρ 勘+wl+〃 ぐ一(waLA+raKA)XA-(ω αLβ+raκB)XB

こ こで,p.=1で あ る こ とに 留 意 しよ う。 こ の式 に(2)と(3)を 代 入 す れ ば,次 の よ うに な

る。

PFXF=wl十rK→-tP吾(YB-XB)(29)

(7)と(15)に よ り,ミ ドル プ ロ ダ ク トBの 生 産 量 が 次 の よ うに 求 め られ る。

-aκAI十aLAK十(aLFaκA-aLAaκF)XF

∬β=
aLAaKB-aLBaKA

こ の式 と(6)を(29)に 代 入 す る と,(16)を 導 くこ とが で き る。

5.2(19)式 の 計 算 過 程 に つ い て

(2)と(3)に よ り,次 の 式 が 得 ら れ る 。

PBaKA-PAaKB
ω=

aLBaKA-aLAaKB

PAaLB『PBα 〃1γニ

α乙BaKA『 αム4aKB

こ の2つ の 式 に よ り,(16)式 の 右 辺 に お け 乙w-tPSaKA
aLBaKArmaLAaKB

は 次 の よ う に 変 形 で き る 。

ゆ あα梱 ρあακ圃一 ρ湘ακβω 一=

aLBaKA-aLAaKBaLBaKA-aLAaKB

r+tPSaLA_P・aLB-PhaLA
aLBaKA-aLAaXBaLBaKA-ataaKB

こ の2つ の 式 は(20)と(21)で あ る。

aLFaKA『aLAaKF
(16)式 の 左 辺 に お け るPF-tPEaBF-tPh

aLBaKA-aLAaKB

と γ十
ゆ 差α昴

aLBαKA一 αム!1αKβ

は次のように変形できる。
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α乙Fακ～4『 αム4α κF

PF-tPEaBF-tP茜a
LBaKA『aLAaKB

一釦 耐 伽+(PあaKA-PAaκB
a乙8ακみ一αLAaKB)伽+(藷 ≡撫)齢

こ の式 に(20),(21)を 代 入 す れ ば,(23)が 得 ら れ る。(20),(21)お よび(23)を(16)に 代 入 す

る と,(19)が 得 られ る。

5.3最 終 消 費 財 の シ ャ ドウ プ ラ イ ス の 意 味 に つ い て

1単 位 の 財Fの 減 少 が もた らす 世 界 価 格 で評 価 さ れ る ミ ドル プ ロ ダ ク トAとBの 総 価 値

の 変 化 はPA(aAF+dXA)+擁(aBF+dXB)に よ り表 さ れ る。 第2節 で 論 じた よ うに,1単 位 の

最 終 消 費 財 を 生 産 す る た め に,αAF単 位 の ミ ドル プ ロ ダ ク トA,αBF単 位 の ミ ドル プ ロ ダ ク

トB,aLF単 位 の労 働 とaKF単 位 の 資 本 が必 要 で あ る。 そ れ 故 に,1単 位 だ け の最 終 消 費 財

を減 少 さ せ る と,aAF単 位 の ミ ドル プ ロ ダ ク トA,aBFPt位 の ミ ドル プ ロダ ク トB,αLF単 位

の労 働 と α灘 単 位 の 資 本 が 放 出 され る。 この 放 出 さ れ た 労 働 と資 本 を 上 流 部 門 に 投 入 す る。

そ れ ら に よ り増 加 す る ミ ドル プ ロ ダ ク トA,Bの 生 産 量 をdx.,dXBに よ り表 す 。d鋤,dXB

は次 の 式 を満 足 す る。

aLAdXA十aLBdXB==aLF

aκfAdXA十aKBdXs=aKF

この2つ の 式 に よ り,dXA,dXBは 次 の よ う に求 め られ る。

aLFaKB一aLBaKF6

鍾=
aanaKB-aKAaLB

aLFaKA一 αム4α κFd

XB==
aLBaKA-aLAaKB

こ の2つ の 式 をPA(aAF+dXA)+PE(αBF+dx.)に 代 入 す る と,次 の 式 を 導 く こ と が で き る 。

PA(aAF+dXA)+P去(aBF+dXB)

αゐFακ8一 伽 ακF+

ρあαムFακバ αムAaKF=PAaAF十PあaBF十PAα
LAaKBrmaKAaムB αLβα乙8-aKAaKB

PAaLB-PSaLAρカα聰 一ρ纏 溜=P
AaAF十PみaBF十aLF 十aKF

α乙Bακ」4-aLAaKBaKAaLB一 αムAaKB

この式に(20),(21)を 代入すれば,(23)が 得 られる。従 って,財Fの シャドウプライスPFs

は財Fの 生産が1単 位減少 し,そ れにより解放 された生産要素を貿易財の生産 に使えぱ,

世界価格で評価されるミドルプロダク トAとBの 総価値の変化を表す。
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5,4(26)式 の 計 算 過 程 につ い て

図1の 均 衡 消 費 点Eに お い て,最 終 消 費 財Fと レ ジ ャ ー そ れ ぞ れ の 補 償 需 要 関 数 が(12)

と(13)に よ り次 の よ う に表 され る。

XF・XF(PF,ω,の

XL=XL(PF,w,の

1==L-x,を(19)に 代 入 す れ ば,次 の式 が得 られ る。

PF.XF+ω 、XL=ω 、L十r,K

こ の式 に(12)と(13)を 代 入 す れ ば,次 の 式 が 導 か れ る。

PF,XF(PF,w,u)+ω 、τL(PF,ω,u)=ω 、L+r,K

こ の式 を 全 微 分 す る と,次 の よ うに な る。

PF,dXF(PF,ω,u)+w、dXL(PF,w,u)=・r,dK(30)

一 定 に与 え られ た 世 界 価 格 と 関税 率 の下 で
,財Fの 価 格PF,レ ジ ャー の 価 格(賃 金 率)w

お よ び 労 働,資 本 と財Fそ れ ぞ れ の シ ャ ドウ プ ラ イ ス ωs,rs,PFsは 固 定 され る。 労 働 の 賦 存

量 が一 定 で あ る の で,dL・ ・Oと な る。(12)と(13)を 全 微 分 す る と,次 の よ う に な る。

∂XFd
u(31)dXF=∂

π

d・・一 鵠 ・・(32)

(31)と(32)を(30)に 代 入 す れ ば,次 の よ う な式 が得 られ る。

(∂XF∂XL飯∂。甑 ∂。)蝋 ・κ

こ の式 を 変 形 す る と,(26)が 導 か れ る。

5.5(28)式 の 計 算 過 程 に つ いて

消 費者 の 所 得 制 約 条 件(27)を 全 微 分 す る と,次 の よ う にな る。

PFdXF+2vdx,==tp書dM

こ の 式 に(31)と(32)を 代 入 す れ ば,次 の式 が 得 られ る。

← 讐+ω 篶)d・=・ps・M

(10)に(6)を 代 入 して全 微 分 す る と,次 の 式 を得 る。

dM=aBFd¢F-dXB

(7)式 と(8)を 全 微 分 す る と,次 の よ う に な る。

(33)

(34)
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aκAdXA十aκBdXB十aXEdXF=dK'

atndXA十aLBdXB十aLFdXF=-dXL

こ こ で は,K・ ・rt+K'の こ と に 留 意 し よ う。 こ の2つ の 式 か ら,dXBが 次 の よ う に 求 め ら れ

る 。

一(aLFaKA-aLAaκF)dXF-aκAdXL-atadK'

dXB=一
α乙BaKA一 α〃豊ακB

こ の 式 を(34)に 代 入 す る と,次 の 式 を 得 る 。

(aLFaKA-aLAaκF)dXF十aκAdeL十aLAdK*dルf
=αBF砒F十 一

α乙BaKA一 αL4α κB

この式を(33)に 代入すると,次 の式が導かれる。

(aLFαKA-aLAaKFPF-tPhaBF-tP毒α乙BaKA-aLAaKB)箒 ・・+(ω 一 伽 。禦 篇 〉釜 伽

一(ゆ あα加
aLBaKA-aLAaKB)・ κ

この 式 に(20),(21)と(23)を 代 入 す れ ば,(28)が 導 か れ る。

注

*本 稿 の草 稿 に対 して 出井 文男教 授 か ら貴 重 な コ メ ン トを い ただい た ことに感謝 します。

1)非 正 式 な部 門の定義 につ いて は例 え ば,Sethuraman(1981)を 見 よ。

2)Ma(2007)で は,閉 鎖経 済 下 の経 済全 体 の 生産 曲線 が右 上 が り,傾 きが逓 減 す る曲線 で あ り,

自由貿 易下 の それ と接す る ことは証 明 され た。

3)Ma(2007)に お いて,ミ ドル プ ロダ ク トBが ミ ドル プ ロダ ク トAよ りも相 対 的 に資本 集約 的

な財 とい う仮定 の下 で,Bの 世 界 価格 がAの それ よ り上 昇 す る と,自 由貿 易 下の 経済 全体 の生

産 曲線 の傾 き(ω/PF)が 減 少す るとい う ことが証 明 された。

4)財Fの シャ ドウプ ライ スはBhagwatiandSrinivasan(1981,p.395)の 非 貿易 財 の シ ャ ドウプ ラ

イ スの定義 に一 致す る。
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